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クライメート・アイルランドの
活動理由

• アイルランドでは、気候変動が顕在化して
いる

• 気候変動の速さと激しさを抑制する努力
（緩和）に加えて、適応が現在必要
とされている

• アイルランドが確実に気候変動に備える
ためには、協調による対策が必要である

• クライメート・アイルランドは、協働と
パートナーシップを通じて対策の基盤を
構築している
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クライメート・アイルランドの
活動理由

• そして気候変動が、広い範囲に影響を及
ぼしている



2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

EUの適応戦略
2013年4月

非法定国家気候変動適応
枠組み（NCCAF）
2012年12月

気候行動および低炭素開発法
2015年12月

国家適応枠組み
（NAF）
2018年1月

分野別の計画（12）

気候行動地域事務局
（CARO-4）

地域計画（26）

適応方針の策定 法定化

適応の開始 適応の実装

ICIPフェーズ1
2011年7月

ICIPフェーズ2
2013年12月

ICIPフェーズ3
2015年12月

自治体適応
ウィザード

分野別ガイド
ラインと適応
ツール

方針

方針による要件

アイルランド気候情報プラットフォーム（ICIP）
適応計画（ICIPが支援）

ガイダンス文書（ICIPが支援）

クライメート・アイルランド
2018年12月

DTTAS（運輸・観光・スポーツ省）、運輸、
2017年11月

通信・気候行動・環境省（DCCAE）、電気およびガス
2017年11月

農業・食料・海洋省（DAFM）、農業および林業、
2017年8月

ダブリン市エネルギー管理庁（CODEMA）
2016年12月

自治体適応
戦略ガイドライン、環境保護庁（EPA）
2016年4月

公共事業局
（洪水リスク管理）
2015年11月

クライメート・アイルランドの活動



この枠組みの下での適応策は、コスト
を最小限に抑え、気候変動に起因する
機会を最大限に活かすよう努める。

クライメート・アイルランドの活動

気候変動適応方針：国家適応枠組み（2018年）

• 低炭素・気候行動法（2015年）：
• 国家緩和計画
• 国家適応枠組み（NAF）
• 国家気候変動諮問委員会

• NAFでは、政府全体が協働して対策を

とることを規定

• 2019年9月30日までに地域適応計画を

策定することを規定

• 反復的 - 実行による学習



分野別の適応

• 府省庁が分野別の適応計画を策定す
ることが求められる

• 具体的かつ計測可能な方針を含める

• 分野横断型の適応計画 – 重要性を認
識

• 地方気候事務局との相互協力が必要

• 適応は最終的には地域規模で実装さ
れる

クライメート・アイルランドの活動



適応

緑化、オープンスペースの維持

土地利用の変更、移転

インフラ保護
建築設計

洪水被害軽減

緊急対応

事業継続計画

コミュニティの関与

グリーンインフラ

電力系統の強じん化

持続可能な交通の保護

水とエネルギーの節約

ウェザリゼーション
（耐候性）の構築

緩和

エネルギー効率

再生可能エネルギー

熱電併給システム

持続可能な交通

メタンの回収と再利用

産業工程の改善

二酸化炭素吸収源

• 気候行動地方事務局(CARO) (2018年設立)：
• 緩和と適応

• 学術パートナーシップ – 専門家との連携

• 専門技術や知識の集約

• 他の気候関連事務局のためのリソース

• 政府全体でより整合の取れた関与が可能に

• 事務局や分野の垣根を越えた協働が重要

地域計画は、
• 地方での施策取組に基づいた地域適応戦略を採用する
• 気候変動の負の影響に対する国の脆弱性を低減し、生じうるあらゆる便益
を活用する

クライメート・アイルランドの活動

地方および地域適応計画



重要な成功要因

• 施策の統合と整合- 政府一体となったア
プローチ

• 行動の変化 –全員の賛同

• 知識と情報の集積

• 技術の進歩

• リソース／財源

• 地方自治体が中心的役割を担う
（例：洪水リスク管理、生物多様性、

交通、計画）

クライメート・アイルランドの活動



クライメート・アイルランドの活動

2011年 ICIPフェーズ1 
システム設計

2013年 ICIPフェーズ2
地方自治体

2017年以降の
実施展開

2015年 ICIPフェーズ3 
分野別

2018年 ｸﾗｲﾒｰﾄ･ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ
の運用



アイルランドの気候と適応に関する
オンライン情報

能力構築と計画策定の支援



パートナーシップによる活動

科学

実践 施策



クライメート・アイルランド

始める

情報とデータ

計画と管理



クライメート・アイルランド

能力構築と計画
策定の支援



アイルランド国家適応枠組みでは、分野ごと地域ごとでの適応計画の策定が定められてる。
クライメート・アイルランドが、適応ガイドラインとオンラインツールの開発を通じて、

これらの活動を支援している。

分野ごと・地域ごとの適応支援

地方自治体適応戦略策定
ガイドライン
2018年10月

事前準備

戦略の策定、実施、
モニタリング

適応ベースライン
の評価

適応行動の特定、
評価および優先順

位付け

将来の気候の影響、
脆弱性およびリス

クの特定

気候変動適応のための
分野別計画ガイドライン
2018年5月

事前準備

実行、評価、
レビュー

優先順位による
影響の評価

気候影響の
スクリーニング

担当する計画
の策定 優先順位付け



地域での能力構築による適応の支援



気候に関する施策の発展と経験の蓄積

• 気候変動適応は反復的なプロセス
である

• クライメート・アイルランドは、

以下のプロセスを通じて、意思決
定者をサポートしている

1.意識の向上

2.情報とデータの提供

3.意思決定の支援

• ユーザーのニーズを理解し準備し

ておくためには、中央政府と地方
自治体との協働経験が必須である
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ありがとうございました

http://www.climateireland.ie 
j.gault@ucc.ie、b.odwyer@ucc.ie
@ClimateIreland
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